
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の並設した電磁弁にそれらを貫通する供給流路及び排出流路を形成した電磁弁集合
体における該供給流路に、調圧した圧力流体を供給する圧力調節弁であって、
　外部から圧力流体を供給する供給口及び外部への排気口を有する給排気ブロックと上記
電磁弁集合体との間に介装する調節弁本体に、給排気ブロックの供給口に連通する入力口
と、電磁弁集合体に貫設した供給流路に連通する出力口と、 供給される圧
力流体を調圧し、上記出力口を通して電磁弁集合体の供給流路に２次圧を出力する調圧機
構と、上記電磁弁集合体の排出流路と給排気ブロックの排気口とを直接的に連通させる排
気路とを設

ことを特徴とする電磁弁集合体用圧力調節弁。
【請求項２】
　調節弁本体に設けた調圧機構 、該調節弁本体内に、電磁弁集合体との接合面に平行に
設けられた弁孔 、この弁孔 動自在に嵌挿し 孔に設けた弁座に接離して入力口と
出力口との間の流路を開閉する弁部材を設け 、該調圧弁棒

、上記出力口の流体圧力に基づく作用力及び２次圧を設定する調圧ばねの付勢
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入力口を通して

け、
　給排気ブロックの供給口に連通する上記入力口と、電磁弁集合体に貫設した供給流路に
連通する上記出力口とを、調圧弁本体の内部に延びる孔を仕切る隔壁を介して相互に隣接
して設け、調圧弁本体の入力口の電磁弁集合体側端を端壁で閉鎖し、調圧弁本体の出力口
の給排気ブロック側端を端壁で閉鎖した、

が
と に摺 、弁

た調圧弁棒と に作用する調圧ば
ねとを備え



力に応じて上記弁部材による弁座の開度を設定し、２次圧を調圧ばねによる設定値に調圧
す
ことを特徴とする請求項１に記載の電磁弁集合体用圧力調節弁。
【請求項３】
　複数の電磁弁を並設し、それらを貫通する供給流路及び排出流路を形成してなる電磁弁
集合体と 圧した圧力流体を 供給する圧力調節弁と、外部から圧力
流体を供給する供給口及び外部への排気口を有する給排気ブロックと、それらの電磁弁集
合体、圧力調節弁及び給排気ブロックを並設した状態で連結する連結手段とを備え、
　電磁弁集合体と給排気ブロックとの間に介装する上記圧力調節弁は、調節弁本体に、給
排気ブロックの供給口に連通する入力口と、電磁弁集合体に貫設した供給流路に連通する
出力口と、 供給される圧力流体を調圧し、上記出力口を通して電磁弁集合
体の供給流路に２次圧を出力する調圧機構と、上記電磁弁集合体の排出流路と給排気ブロ
ックの排気口とを直接的に連通させる排気路とを設けることにより構成

ことを特徴とする圧力調節弁を備えた電磁弁組立体。
【請求項４】
　調節弁本体に設けた調圧機構 、該調節弁本体内に、電磁弁集合体との接合面に平行に
設けられた弁孔 、この弁孔 動自在に嵌挿し 孔に設けた弁座に接離して入力口と
出力口との間の流路を開閉する弁部材を設け 、該調圧弁棒

、上記出力口の流体圧力に基づく作用力及び２次圧を設定する調圧ばねの付勢
力に応じて上記弁部材による弁座の開度を設定し、２次圧を調圧ばねによる設定値に調圧
す
ことを特徴とする請求項３に記載の圧力調節弁を備えた電磁弁組立体。
【請求項５】
　電磁弁集合体、圧力調節弁及び給排気ブロックの複数組を単一の連結手段により連結し
たことを特徴とする請求項３または請求項４に記載の圧力調節弁を備えた電磁弁組立体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、複数の電磁弁を並設した電磁弁集合体において用いるための圧力調節弁及びそ
れを備えた電磁弁組立体に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
流体圧機器は、機器の設定圧や作動状態によって、該流体圧機器に供給する供給流体圧を
調節することが必要な場合があり、供給流体圧を調節するためには、その流体圧機器に圧
力流体を給排する配管中に、減圧弁等の圧力調節弁を取付ける必要がある。
しかしながら、複数の電磁弁を並設した電磁弁集合体により流体圧機器の各部に圧力流体
を供給する場合に、電磁弁集合体における多数の電磁弁の配管中に必要に応じて圧力調節
弁を取付けると、大きな設置スペースが必要でかつコストが高くなるばかりでなく、同一
圧力の流体を複数の圧力調節弁を介して流体圧機器の複数部分に供給する場合には、重複
した機器が設置スペースを占有してコスト的にも不利になる。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の基本的な技術的課題は、複数の電磁弁を並設した電磁弁集合体にとそれらに圧力
流体を給排する給排気ブロックとの間に介装して使用できるようにした圧力調節弁、ある
いはその圧力調節弁を組み込んだ電磁弁組立体を提供することにある。
本発明の更に具体的な技術的課題は、従来から用いられている給排気ブロック及び電磁弁
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入力口を通して

し、
　給排気ブロックの供給口に連通する上記入力口と、電磁弁集合体に貫設した供給流路に
連通する上記出力口とを、調圧弁本体の内部に延びる孔を仕切る隔壁を介して相互に隣接
して設け、調圧弁本体の入力口の電磁弁集合体側端を端壁で閉鎖し、調圧弁本体の出力口
の給排気ブロック側端を端壁で閉鎖した、

が
と に摺 、弁

た調圧弁棒と に作用する調圧ば
ねとを備え

る、



集合体をそのまま利用し、それらの間に介装して使用できるようにした圧力調節弁を提供
し、上記電磁弁集合体構成する各電磁弁から減圧された圧力流体の送給を可能にすること
にある。
本発明の他の技術的課題は、簡単な手段により、複数組の電磁弁集合体の組毎に、流体圧
機器において要求される異なる２次圧を送給できるようにした圧力調節弁、あるいは、そ
の圧力調節弁を組み込んだ電磁弁組立体を提供することにある。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するため、本発明の電磁弁集合体用圧力調節弁は、  複数の並設した電
磁弁にそれらを貫通する供給流路及び排出流路を形成した電磁弁集合体における該供給流
路に、調圧した圧力流体を供給する圧力調節弁であって、  外部から圧力流体を供給する
供給口及び外部への排気口を有する給排気ブロックと上記電磁弁集合体との間に介装する
調節弁本体に、給排気ブロックの供給口に連通する入力口と、電磁弁集合体に貫設した供
給流路に連通する出力口と、 供給される圧力流体を調圧し、上記出力口を
通して電磁弁集合体の供給流路に２次圧を出力する調圧機構と、上記電磁弁集合体の排出
流路と給排気ブロックの排気口とを直接的に連通させる排気路とを設

ことを特徴とするものである。
【０００５】
　また、本発明の圧力調節弁を備えた電磁弁組立体は、複数の電磁弁を並設し、それらを
貫通する供給流路及び排出流路を形成してなる電磁弁集合体と 圧した圧力流体を

供給する圧力調節弁と、外部から圧力流体を供給する供給口及び外部への
排気口を有する給排気ブロックと、それらの電磁弁集合体、圧力調節弁及び給排気ブロッ
クを並設した状態で連結する連結手段とを備えことを特徴とするものである。
　上記電磁弁組立体においては、電磁弁集合体、圧力調節弁及び給排気ブロックの複数組
を単一の連結手段により連結し、一つの電磁弁組立体に出力される流体圧力が異なる複数
組の電磁弁集合体を組み込むことができる。
【０００６】
更に、上記圧力調節弁における調圧機構は、調節弁本体内に、電磁弁集合体との接合面に
平行に設けられた弁孔を有していて、この弁孔に調圧弁棒を摺動自在に嵌挿し、該調圧弁
棒に、弁孔に設けた弁座に接離して入力口と出力口との間の流路を開閉する弁部材を設け
ると共に、該調圧弁棒の両端に、上記出力口の流体圧力に基づく作用力及び２次圧を設定
する調圧ばねの付勢力に応じて上記弁部材による弁座の開度を設定し、２次圧を調圧ばね
による設定値に調圧する弁棒付勢手段を付設することにより構成することができる。
【０００７】
上記構成を有する電磁弁集合体用圧力調節弁は、それを外部からの圧力流体の供給口及び
外部への排気口を有する給排気ブロックと、複数の電磁弁を並設した電磁弁集合体との間
に介装し、電磁弁組立体として使用するものである。この電磁弁組立体において、給排気
ブロックの供給口から供給された圧力流体は、調節弁本体における入力口から調圧機構に
導入され、調圧ばねにより設定された一定の２次圧に減圧されて、出力口から電磁弁集合
体の供給流路を通して各電磁弁に送られ、それらの電磁弁から流体圧機器におけるそれぞ
れのアクチュエータに送られる。また、流体圧機器からの排気は、電磁弁集合体の排気流
路から調節弁本体の排気路及び給排気ブロックの排気口を通して排出される。
【０００８】
このように、上記圧力調節弁は、給排気ブロックと複数の電磁弁を並設した電磁弁集合体
との間に配設して使用するので、従来から用いられている給排気ブロック及び電磁弁集合
体をそのまま利用して、減圧された圧力空気を送給する電磁弁集合体とすることができ、
しかも、複数組の給排気ブロック、圧力調節弁及び電磁弁集合体を単一の連結手段で連結
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け、給排気ブロック
の供給口に連通する上記入力口と、電磁弁集合体に貫設した供給流路に連通する上記出力
口とを、調圧弁本体の内部に延びる孔を仕切る隔壁を介して相互に隣接して設け、調圧弁
本体の入力口の電磁弁集合体側端を端壁で閉鎖し、調圧弁本体の出力口の給排気ブロック
側端を端壁で閉鎖した

、調 該供
給流路を通して



して、各電磁弁集合体の組毎に圧力調節弁に異なる２次圧の設定を行い、流体圧機器にお
いて要求される各種流体圧に対応させることが可能になり、この場合に、それぞれの電磁
弁の流路に圧力調節弁を設ける場合に比して構成が著しく簡単化される。
【０００９】
【発明の実施の形態】
図面は本発明の実施例を示すもので、図１は本発明に係る電磁弁集合体用圧力調節弁の構
成を示し、図２及び図３はそれを備えた電磁弁組立体の構成例を示している。
図１に示す圧力調節弁１は、図２及び図３からわかるように、圧力流体の供給口５１及び
排気口５２を有する給排気ブロック５と、複数の電磁弁６０を並設してなる電磁弁集合体
６との間に配設し、所要の２次圧に調圧した圧力流体を電磁弁集合体６における各電磁弁
６０に供給するものである。これらの給排気ブロック５、圧力調節弁１及び電磁弁集合体
６は、後述する連結手段７（図１）により一体的に連設されるものである。
【００１０】
上記圧力調節弁１は、図１に示すように、その調節弁本体１０に、給排気ブロック５の供
給口５１に連通する入力口１１と、該入力口１１に隔壁１３を介して形成され、電磁弁集
合体６に貫設した供給流路６１（図２）に連通する出力口１２と、それらの両側に位置す
る二つの排気路１４とを備えている。
一方、給排気ブロック５には、外部から供給口５１を通して供給される圧力流体の導入路
５１ａを、上記調節弁本体１０の入力口１１及び出力口１２に対応する位置に開口させ、
また、排気口５２を通して排出する排気の導出路５２ａを、調節弁本体１０における一対
の排気路１４に対応する位置に開口させている。
【００１１】
なお、図示していないが、上記調節弁本体１０における入力口１１は、給排気ブロック５
の導入路５１ａのみに連通させるため、調節弁本体１０の出力口１２の給排気ブロック５
側端は端壁で閉鎖し、また、上記調節弁本体１０における出力口１２は、電磁弁集合体６
の供給流路６１のみに連通させるため、調節弁本体１０の入力口１１の電磁弁集合体６側
端を端壁で閉鎖している。
また、上記給排気ブロック５は、必要に応じて、その両側に配置する圧力調節弁１や電磁
弁集合体６に入力口１１及び出力口１２を開口させたものとすることもできるが、ここで
は、その一側に接合した圧力調節弁１側にのみ入力口１１及び出力口１２を開口させた場
合を示している。
【００１２】
一方、上記電磁弁集合体６を構成する各電磁弁６０は、主弁６３及びパイロット弁６４か
らなり、それらの主弁６３を貫通する供給流路６１及びその両側において平行する排出流
路（図示省略）が設けられている。この主弁６３は、供給流路６１に連通する圧力流体の
供給ポート、第１、第２の出力ポート、並びに上記排出流路に連通する第１、第２の排出
ポートを備え、パイロット弁６４によって駆動される弁体によりそれらのポート間の流路
が切り換えられるところの、周知の切換弁機構を有するものである。従って、圧力調節弁
１において調圧されて供給流路６１から導入された圧力流体は、パイロット弁６４の動作
により、各電磁弁６０の一端に設けた一対の出力ポート６６，６６のいずれかを通じて、
流体圧機器における所要のアクチュエータに供給され、上記パイロット弁による弁体の切
り換えにより排出流路を通して排出される。なお、この電磁弁は３ポート弁とすることも
できる。
【００１３】
このように構成すると、上記圧力調節弁１を介装することなく、給排気ブロック５と電磁
弁集合体６とを、それらの導入路５１ａと供給流路６１とを連通させると共に、導出路５
２ａと電磁弁集合体６の排出流路とを連通させて、直接的に連結したときには、供給口５
１から導入された流体圧力が電磁弁６０を通して流体圧機器に直接的に送給される周知の
電磁弁組立体が構成される。このことは、従来から用いられている電磁弁組立体における
給排気ブロック５と電磁弁集合体６との間に上記圧力調節弁１を介装させることにより、
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本発明の電磁弁組立体を構成できることを意味している。
【００１４】
上記圧力調節弁１の調節弁本体１０は、電磁弁６０と可能な範囲で外形を近似させたもの
で、給排気ブロック５の供給口５１及び導入路５１ａから入力口１１を通して供給される
圧力流体を調圧し、上記出力口１２を通して電磁弁集合体６の供給流路６１に２次圧を出
力する調圧機構２０を備えている。
この調圧機構２０は、調節弁本体１０内に、電磁弁集合体６との接合面に平行で、且つ上
記電磁弁６０の弁体の軸線に平行に設けられた弁孔２１を有し、この弁孔２１に調圧弁棒
２３を摺動自在に嵌挿し、該調圧弁棒２３に、弁孔２１における入力口１１と出力口１２
との間に設けた弁座２２に入力口１１側から接離して、該入力口１１と出力口１２との間
の流路を開閉する弁部材２４を設けると共に、該調圧弁棒２３に、出力口１２の流体圧力
、即ち２次圧を調圧ばね３１による設定値に調圧する弁棒の付勢手段を付設することによ
り構成している。なお、図１中において、２５は弁部材２４の両側において弁孔２１内を
シール部材を示している。
【００１５】
上記弁棒の付勢手段は、出力口１２の流体圧力（２次圧）に基づく作用力、及び該２次圧
を設定する調圧ばね３１の付勢力等に応じて、上記弁部材２４により弁座２２を開閉する
ためのもので、上記弁孔２１に平行して出力口１２に連通する調圧路２７を設け、この調
圧路２７と弁孔２１の一方端を、調節弁本体１０の一側端に取付けた端蓋２８内において
相互に連通させ、一方、該調圧路２７の他側端は、調圧弁本体１０における弁孔２１の端
部に形成した調圧ピストン室３２に開口させている。該調圧ピストン室３２は、調節弁本
体１０の端部に形成した孔に調圧ピストン３３を嵌入することにより形成し、この調圧ピ
ストン３３の中心にはリリーフ孔３４を設けて、その調圧ピストン室３２側の端部に調圧
シール部材３５を設け、それに接離するように調圧弁棒２３の端部に形成した弁部３６を
対向配置している。
【００１６】
また、上記調圧ピストン３３の外側は、調節弁本体１０に連結した調圧ケース４０によっ
てカバーし、該調圧ケース４０によりその内部に形成したばね室４１内において、上記調
圧ピストン３３とばね座４２との間に前記調圧ばね３１を介装し、該ばね座４２は、調圧
ケース４０の先端に螺挿した調圧ねじ４３によりその軸方向に移動調節可能に挿入されて
いる。上記調圧ピストン３３に設けたリリーフ孔３４は、弁部３６による開放で調圧ピス
トン室３２を調圧ケース４０内のばね室４１に連通させるものであり、該ばね室４１は呼
吸孔４５によって外部に連通させている。なお、図中、４４はロックナットを示している
。
更に、上記調圧弁棒２３は、弁孔２１の端蓋２８側に形成される圧力室４６に縮設したば
ね４７によって、前記弁部材２４を弁座２２に圧接する方向に向けて付勢されている。
【００１７】
一方、上記調節弁本体１０上には、圧力表示器１５を取り付けている。この圧力表示器１
５は、調節弁本体１０上に調圧路２７に連通する表示器取付け孔１８を開設し、この取付
け孔１８に圧力表示器１５の係合溝付き圧力導入管１６を気密に嵌入して、調節弁本体１
０を通して挿入するＵ字形ピン１７の脚部をその係合溝に係止させることにより取り付け
るものである。また、図中、１９ａはパイロット給気路、１９ｂはパイロット排気路を示
している。
【００１８】
図２及び図３に示す電磁弁組立体においては、複数の電磁弁６０を並設してなる電磁弁集
合体６と、調圧した圧力流体を出力する圧力調節弁１と、外部から圧力流体を供給する供
給口５１及び外部への排気口５２を有する給排気ブロック５との複数組を並列設置し、そ
れらを単一の連結手段７により連結している。この連結手段７としては、図１に示すレー
ル７１上に上記電磁弁集合体６、圧力調節弁１及び給排気ブロック５を並列設置し、それ
らを両端に配設したエンドブロック７２間に挟み込んでレール７１に固定する場合を示し
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、その際、電磁弁集合体６における各電磁弁６０及び給排気ブロック５は、レール７１に
対して係止金具を用いて係止させ、圧力調節弁１は、入力口１１及び出力口１２を弁孔２
１に連通させる流路の下端を閉鎖する下蓋４９に設けた弾性的に係止する係止部４９ａに
より係止させている。なお、連結手段７は上述した構成に限らず、他の各種連結手段を採
用することもできる。
【００１９】
また、図示したように、複数組の給排気ブロック５、圧力調節弁１及び電磁弁集合体６を
連結して、各電磁弁集合体６の組毎に圧力調節弁１に異なる２次圧の設定を行うことによ
り、流体圧機器において要求される各種流体圧に対応させることが可能になり、この場合
に、それぞれの電磁弁６０の流路に圧力調節弁を設ける場合に比して構成が著しく簡単化
される。しかしながら、１組の給排気ブロック５、圧力調節弁１及び電磁弁集合体６を連
結して使用できることは勿論である。
【００２０】
上記構成を有する圧力調節弁１は、給排気ブロック５と、電磁弁６０を並設した電磁弁集
合体６との間に介装し、電磁弁組立体として使用するもので、調圧ねじ４３の進退により
、調圧ばね３１の付勢力によって与えられる２次圧が予め設定される。この電磁弁組立体
において、給排気ブロック５の供給口５１から入力口１１を通して圧力流体（圧縮空気）
が供給されると、それが調節弁本体１０における入力口１１から調圧機構２０に導入され
、調圧ばね３１により設定された一定の２次圧に減圧されて、出力口１２から電磁弁集合
体６の供給流路６１を通して各電磁弁６０に送られ、それらの電磁弁６０から流体圧機器
におけるそれぞれのアクチュエータに送られる。また、流体圧機器からの排気は、電磁弁
集合体６の排気流路から調節弁本体１０の排気路１４及び給排気ブロック５の排気口５２
を通して排出される。
【００２１】
上記調圧機構２０の動作について更に具体的に説明すると、まず、給排気ブロック５の供
給口５１から調節弁本体１０における入力口１１を通して供給された圧力流体は、弁座２
２に対向する弁部材２４の開度に応じて出力口１２側に流入するが、その出力口１２の流
体圧力が調圧路２７を通って弁孔２１の一端の調圧ピストン室３２流入して、調圧ピスト
ン３３に作用する調圧ばね３１の付勢力に対抗し、一方、調圧路２７を通って弁孔２１の
他端の圧力室４６に流入した流体圧力及び調圧弁棒２３の端部に作用するばね４７の付勢
力が、弁部材２４を弁孔２１の弁座２２に圧接する方向に付勢し、それらの付勢力のバラ
ンスにより弁部材２４の開度が設定され、これにより、出力口１２に流入する圧力流体が
調圧ばね３１の付勢力により設定される２次圧に調圧される。
【００２２】
また、上記２次圧が調圧ばね３１により設定した圧力よりも高くなったときには、調圧路
２７を通って圧力室４６内に流入した流体圧力の作用により弁部材２４が弁座２２を閉鎖
すると同時に、調圧ピストン室３２内の流体圧力が調圧ピストン３３に作用して調圧ばね
３１を圧縮させ、該調圧ピストン室３２内の流体圧力が、調圧ピストン３３のリリーフ孔
３４、ばね室４１及び呼吸孔４５を通して外部に排出されるので、上記２次圧が所定の圧
力に調圧される。この流体圧力は調節弁本体１０に取り付けた圧力表示器１５によって検
出表示される。
【００２３】
このように、上記圧力調節弁１を給排気ブロック５と複数の電磁弁６０を並設した電磁弁
集合体６との間に配設して使用し、圧力流体の流路を適切に設定すると、従来から用いら
れている給排気ブロック５及び電磁弁集合体６をそのまま利用して、減圧された圧力空気
を送給する電磁弁集合体６とすることができる。
【００２４】
【発明の効果】
以上に詳述した本発明の電磁弁集合体用圧力調節弁及びそれを備えた電磁弁組立体によれ
ば、従来から用いられている給排気ブロック及び電磁弁集合体をそのまま利用し、それら
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の間に介装して使用できるようにした圧力調節弁を提供することができ、電磁弁集合体構
成する複数の電磁弁から減圧された圧力流体の送給が可能になる。
また、本発明によれば、簡単な手段により、複数組の電磁弁集合体の組毎に、流体圧機器
において要求される異なる２次圧を送給できるようにした圧力調節弁、あるいはそれを組
み込んだ電磁弁組立体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る電磁弁集合体用圧力調節弁の実施例を示す断面図である。
【図２】上記圧力調節弁を備えた電磁弁組立体の構成例を示す平面図である。
【図３】同正面図である。
【符号の説明】
１　　圧力調節弁
５　　給排気ブロック
６　　電磁弁集合体
７　　連結手段
１０　　調節弁本体
１１　　入力口
１２　　出力口
１４　　排気路
２０　　調圧機構
２１　　弁孔
２２　　弁座
２３　　調圧弁棒
２４　　弁部材
３１　　調圧ばね
５１　　供給口
５２　　排気口
６０　　電磁弁
６１　　供給流路
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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